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草津市国民健康保険運営協議会 平成２９年度第３回 

日時 平成２９年１２月２１日（木）午後１時３０分～午後３時３０分 

場所 草津市役所 ２階 特大会議室  

出席者 

公 益 代 表：山本 正行委員  中島 直樹委員 

          喜田 久子委員  田中 みや子委員 

被 保 険 者 代 表：磯山 信夫委員  辻 良彦委員 

保険医・薬剤師代表：小林 友也委員 

被 用 者 保 険 代 表：西田 毅委員  小林 忠司委員  

 草川 渉委員 

事務局       西健康福祉部長、杉江健康福祉部副部長 

田中保険年金課長、永池納税課長 

久泉介護保険課長、井上税務課長 

太田地域保健課長、大西税務課専門員 

奥谷健康増進課参事、井上健康増進課専門員 

紫田保険年金課副参事 

 

 

部長挨拶 

 皆様、こんにちは。委員の皆様方には、大変お忙しい中、協議会に御出席にいただきま

して、ありがとうございます。さて、御承知のとおり、平成３０年度からの国民健康保険

財政運営が都道府県へ移行することになっております。このことに伴いまして、今年の１

０月に、国から都道府県に対しまして、納付金等を算定するための仮係数が示されたとこ

ろでございます。１１月に、滋賀県から仮係数に基づく納付金および標準保険料率が示さ

れたところでございます。本市といたしましては、今後、滋賀県から示されました納付金

および標準保険料率を参考としながら、国保財政運営の都道府県への移行がスムーズに行

えるよう、国民健康保険の適正な運用を図ってまいりたいと考えております。本日は、こ

の仮算定の結果についてご説明させていただき、それとともに平成３０年度以降の国民健

康保険事業の運営について御説明させていただきます。また、今年度、草津市では、草津

市特定健康診査等策定委員会をお開きいただきまして、策定しております草津市国民健康

保険保健事業推進計画案がまとまってまいりました。これについてパブリックコメントを

実施させていただきたいと考えております。パブリックコメントにつきましては、健康福

祉分野で９つの計画について改訂または中間見直しを行ってまいりました。資料の上から

４番目にあります草津市国民健康保険保健事業推進計画案、こちらの方が国保に関わる計

画ということで、第３期の特定健康診査等実施計画と第２期のデータヘルス計画を一体的

に定めようと検討しているものでございます。パブリックコメントの募集期間でございま
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すが、１２月２０日から来年の１月２２日までの間を募集期間とさせていただいておりま

す。意見の提出方法でございますが、草津市役所健康福祉政策課とございますけれど、委

員の皆さまには保険年金課の方に御意見等がありましたら、お寄せいただきたいと思いま

す。計画の内容につきましては、この後、議題の中で詳しく御説明をさせていただきます。

本日予定しておりますのは以上の案件でございます。限られた時間でございますが、みな

さまには忌憚のない御意見を賜りますようにお願いを申しあげたいと思います。本日はど

うぞよろしくお願いいたします。 

 

審議事項 

１．納付金等の算定結果（仮算定）について 

○スケジュール 

 納付金および標準保険料率の仮係数に基づく推計が、１１月２４日に滋賀県から示さ

れました。この数値に基づいて、平成３０年度の当初予算や国民健康保険税率の検討を

行っております。なお、納付金および標準保険料率の確定係数に基づく推計が、来年の

１月末頃に滋賀県から示される予定です。 

 

○国保事業費納付金の市町村への配分（イメージ） 

・国の考え方：保険料収納必要額を市町村ごとの被保険者数と所得水準で按分し、それ

ぞれの医療費水準を反映することにより市町村ごとの納付金の額を決定。 

・滋賀県：県内の医療費の格差が少ないことから医療費水準を反映せず、被保険者数と

所得水準による按分で算定。 

 

○納付金額 

・県全体の納付金総額が約３５５億円、草津市の納付金額が約３２億で、本市の県全体

に占める割合は約９％。 

 

○保険料見込額 

県が算定した標準保険料率での保険料見込額は、約２３億５，０００万円、現行税率

では、約２２億３，０００万円で、差引額で約１億２，０００万円。区分毎で比較しま

すと、後期分と介護分の保険料見込額について、現行税率の方が多い状況です。 

 

○１人あたり・１世帯あたり保険料見込額 

 県が算定した標準保険料率での１人あたり保険料見込額は、約１１万４，０００円、

現行税率では、約１１万２，０００円で、差引額で約２，０００円となります。県が算

定した標準保険料率での１人あたり保険料見込額は、約１７万円、現行税率では、約１

６万円５，０００円で、差引額で約５，０００円となります。 
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○税率の比較について 

 標準保険料率と現行税率で比較しますと、標準保険料率の方が高いものとして、医療

分の所得割が０．６４％、均等割が２，９５７円、平等割が１，７４７円、後期分の均

等割が６４７円となります。 

 

 

質疑等 

Ｑ：資料１の４頁で、草津市の保険料の２８億９，０００万円から２３億５，０００万円

に、５億４，０００万円が軽減となるとのことだが、保険料の軽減額の内訳を説明して

もらいたい。また、どこの市も医療費が上がっていく中で基金の取り崩しと法定外の一

般会計からの繰入で凌いでいるが、どの程度か教えていただきたい。 

Ａ：５億４，０００万円の保険料の内訳は、保険料軽減分として、県から４分の３が補填

いただくのと、４分の１は市の一般会計から繰り入れるものでございます。 

 

Ｑ：５億４千万円は、草津市単独で試算されたということか。 

Ａ：そのとおりです。 

 

Ｑ：試算すると軽減分が５億４，０００万円あるが、前年度繰入金、基金繰入金、法定外

の一般会計繰入金と、この中の内訳ということか。 

Ａ：２３億５，０００万円については、軽減分しか入れていないものです。ここから基金

とか法定外の一般会計繰入金とかの考えが入ってくることと、基金につきましては、資

料２の方で議論させていただきたいと思います。 

 

Ｑ：資料１の４頁で２６億８，０００万円と実際に入ってくる２３億５，０００万円の差

は何で確保するのか。 

Ａ：保険料軽減分として、県から４分の３が補填いただくのと、４分の１は市の一般会計

から繰り入れて、５億４，０００万円を賄うということになります。 

 

Ｑ：資料１の５頁で、現行税率だと２２億３，４９８万４，０００円、標準保険料率で２

３億５，３０５万１，０００円の保険料とのことだが、平成２９年度の決算を見ても収

入オーバーで基金に積み立てており、現行税率でも賄えている状況の中で、都道府県単

位化になったことにより、税率を上げる必要がでてくるのか。 

Ａ：平成２７年度に国の方から保険者支援制度の拡充ということで、国保財政基盤の強化

策として、国が１，７００億円の公費が投入されたことになりますが、その時の趣旨が

低所得者や中間所得者層への配慮ということで、国の公費を投入することで、草津市に

おきましても平成２７年度から国民健康保険税率の見直しをさせていただいたところで
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す。運営協議会の中でも議論いただいたように、基金を活用しながら今日まで進めてき

たところであり、６頁の１世帯あたりの医療給付費を見ていただいてわかりますように、

県が示した標準保険料率よりも１０％の差が出ており、平成２７年度以降、保険料の見

込額を抑えてきたことの差です。県が示した標準保険料率と現行税率との間にこのよう

な差が出てきているというところです。後期等につきましては現行よりも少なくなって

います。医療分については、これまで負担軽減を図ってきた結果かと思います。 

 

Ｑ：現行税率で賄えていますが、県が示す標準保険料率では、医療分の納付金を必要以上

に収めていることにならないのか。 

Ａ：医療分については、県全体で支え合う仕組みになりましたので、必要な医療費は全部

県から入ってくることになりますので、そこのリスクはなくなることになります。県全

体で医療費を出して、草津市の分を算定しますと、県内で２番目くらいに所得水準が高

い状況でありますので、これくらいの率になってくるのと、現行の今までのあり方とい

うことで、このような差が出ているのかと推測さます。 

 

Ｑ：納付金について、県全体と草津市分との按分の根拠を示してもらいたい。２頁にある

被保険者の人数と所得水準の按分の根拠を説明できるか。 

Ａ：資料１の５頁の納付金額の割合で９％と説明させていただきましたが、被保険者数の

状況でいいますと、県が２９１，１１０人のうち、本市が２４，７４５人で８．５％、

所得水準の状況で見ますと、県の１，６４５億２，２３４万４，０９８円のうち、本市

が１６３億２，１５２万９，８０５円で９．９％となっております。被保険者の割合が

８．５％、所得水準の割合が９．９％ということで、全体で見ますと９％の状況です。 

 

Ｑ：資料１の３頁で、県から納付金が示されているが、標準保険料率の数値はどのような

役割をしているのか。標準保険料率は何段階あるのか。 

Ａ：国がガイドラインを示しまして、都道府県が納付金と標準保険料率を示すことになっ

ております。県からきた標準保険料率につきましては、２通りありまして、２方式とし

て所得割と均等割、３方式が市町ごとに示されることになります。 

 

Ｑ：それぞれ１９とおりあるということか。 

Ａ：１９とおりあります。県全体の概要と、１９市町の１９とおりの数値が付いてきまし

て通知されるというイメージでございます。 

 

Ｑ：県の方で料率も含めて示されるということか。 

Ａ：国の方から県の方に納付金の算定システムというソフトが配布されていまして、県は

ソフトを使いまして、各市町から基礎的な数値をもらうことになります。それを１９市
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町集めまして、国からは係数が示されますので、それらを入力して機械的に回していく

というイメージになります。国が示しているフォームに沿って、納付金や税率などが示

されるということです。 

 

Ｑ：法定外の一般会計繰入金について、赤字補填のものがあるが、草津市ではどうか。 

Ａ：問題になっていますのが、決算補填目的の繰入ということとですが、草津市では、決

算補填目的の一般会計繰入はありません。決算補填目的以外の部分で、福祉医療の波及

分や保健事業などで法定外の繰入をさせていただいています。決算補填目的の一般会計

繰入は、県の運営方針の中で、平成３５年度までに段階的に解消を目指していこうとい

う取り決めです。 

 

２．平成３０年度草津市国民健康保険事業の運営について 

 ○国民健康保険の状況について 

  平成３０年度の被保険者数は前年度より若干減少して２４，４６２人を見込んでおり、

被保険者数の傾向として、一般被保険者は増加傾向ですが、退職被保険者は、減少する

と見込んでいます。 

  世帯数については、１５，５２４世帯となっており、前年度と比較してわずかに減少

しています。 

  介護保険第２号被保険者については、６，８３９人となっており、前年度と比較して

減少しています。 

 

 ○保険給付費の推移 

  平成３０年度は、全体で、８２億４，４６３万５，０００円で、前年比９４．５１％

で、減少を見込んでいます。 

  医療の高度化等により増加要因がありますが、被保険者数の動向と連動して減少し、

医療費の伸びが鈍化していますので、今後、医療費の動向を注視する必要があります。 

 

○保健事業費の推移 

 保健事業費は、１億２，６０３万５，０００円で、減少見込みです。 

 保健事業費普及費は、２，４０７万９，０００円で、わずかに減少見込みです。 

 特定健康診査等事業費は、１億１９５万６，０００円で、増加見込みです。 

 

○国民健康保険税率の推移 

 賦課区分ごとの収支状況に応じて、年度ごとに税率等の見直しを行っております。ま

た、課税限度額は、国の税制改正の大綱による地方税法等の改正に基づいて見直しを行

っております。 
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○国民健康保険特別会計の決算状況 

 準備積立金の状況につきましては、平成２９年度末保有額は、６億８，５１７万６，

０００円という状況です。 

 

○財政収支見込み 

 平成３０年度まで（平成２７年度～平成２９年度）の財政見込については、現行税率

を据え置くと、基金繰入金２億５，２５９万７，０００円が必要となり、平成３０年度

末の準備積立金の保有額は、４億３，２９６万となります。 

 

○準備積立金 

 本市の現在の準備積立金保有の考え方としては、平成３０年度の国保改革に伴い、県

に財政安定化基金が創設、国の財政支援が拡充されるなど財政リスクが分散・軽減され

るため、国保改革までの間、低所得者や中間所得者層に配慮し、準備積立金の財源を使

いながら、被保険者の負担軽減を図り、国保運営の安定化に努めることとしています。 

 平成３０年度からは、従来のような急激な医療費の増加リスクが軽減され、特に医

療分の大きな変動は少ないことから、準備積立金保有に与える影響は少ないと考えま

す。 

 厚生労働省通知の「都道府県及び市町村における平成３０年度国民健康保険特別会計

予算編成にあたっての留意事項について」では、市町村で独自の基金を保有する場合、

その積立金は、決算剰余金を生じた場合において、地方財政法第７条の規定による地方

債の償還財産に充当すべきものを控除した額の範囲内において、保険者の規模等に応じ

て安定的かつ十分な基金を積み立てられたいとのことです。 

 

○平成３０年度以前の国民健康保険税率について 

・賦課区分毎の収支の均衡を図れるよう改正すること。 

・課税総額を３方式で算定すること。 

・応能割合と応益割合を、国の標準割合である５０対５０を基本とし算定すること。 

・基礎課税分については、複数年度の財政収支を見込むことが困難であることから、翌

年度の収支見込みを算定し、必要額を確保すること。 

・後期高齢者支援金等課税分については、厚生労働大臣が定める０歳から７４歳の被保

険者一人あたりの負担見込額および率により算定された後期高齢者支援金の財源を確保

すること。 

・介護納付金課税分については、厚生労働大臣が定める第２号被保険者一人あたりの負

担見込額および率により算定された介護給付費納付金の財源を確保すること。 
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○平成３０年度以降の税率改正の基本的な考え方 

・賦課区分毎の収支の均衡を図れるよう改正すること。 

・課税総額を３方式で算定すること。 

・応能割合と応益割合を、国の標準割合である５０対５０を基本とし算定すること。 

・滋賀県が示す納付金額や標準保険料率を参考に、基礎課税分、後期高齢者支援金等課

税分、介護納付金課税分の必要額を確保すること。 

 

○国保制度改革に伴う課題 

・これまで保険給費を見込み、保険料率を算出してきたが、今後は納付金の見込みをた

て、険料率を算出する必要があること。 

・納付金の確定が１月末ごろになるため、予算編成および保険料率の改正等の調整が難

しいこと。 

・国保制度改革による保険料の急激な上昇は避ける必要があり、激変緩和を講じるなど、

制度改革がスムーズに移行できるよう配慮する必要があること。 

・準備積立金のあり方を検討する必要があること。 

 

 

質疑等 

Ｑ：これまでは、医療費の算定などを行って国民健康保険税で賄うということだったが、

これからは、納付金が示されて、国民健康保険税などで賄うという形に変わるということ

か。 

Ａ：県から標準保険料率が示されるときに、賦課区分ごとに納付金が示されます。それを

草津市として国民健康保険税として集めなければならないということでして、２頁のと

おり賦課区分毎に納付金が示されています。 

 

Ｑ：保険料率は、標準保険料率にすることで決まっているのか。 

Ａ：あくまでも、県が示した標準保険料率は、各市町では参考にしていくことになります

が、標準保険料率は市が目指すべき税率である認識しておりますので、そこに向かって

見直しをしていく必要があると考えております。先ほど質問のありました基金ですが、

平成３０年度は基金で賄うことができますが、今のままですと、３年後には基金が枯渇

するという状況です。 

 

Ｑ：草津市の場合は、所得が高いから納める納付金額が高くなるとのことだが、高くなる

部分に対して、基金を取り崩して対応していくということになるのか。 

Ａ：その点を議論していただきたいと思っておりまして、今後の基金のあり方について御

意見をいただきたいと思っております。現行税率ですと、３年後には基金が枯渇すると
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いう状況ですので、国保制度改革までの間は基金を活用しながらと考えていたところで

すが、医療費が伸びなかったということで幸いにも基金が残ってしまったということで

基金を活用してどうしていくかということになってくるのですが、そのあたりの御意見

をいただきたいと思っております。 

 

Ｑ：納付金については、医療費の多寡により、納付金の精算が発生するのか。 

Ａ：納付金につきましては、１２月末に確定しましたら精算は発生しないということです。

２年後精算等は一切なく、毎年、示された額を払っていくという形になります。 

 

Ｑ：過去の実績からの状況で思った以上に医療費が伸びなくて、基金を取り崩したけれど、

基金に繰り入れたということもありましたが、納付金を納めても過納付というは発生し

ないのか。そういう場合、どのように処理されるのか。過納付はありえないのか。 

Ａ：過納付はありえないことになっています。確定したら、それを払うということです。 

 

Ｑ：医療費はその年度で決まるのか。 

Ａ：納付金の算定にあたっては、平成２４年度から平成２６年度までの３年間の医療費を

使って算定しました。本来ですと、平成２７年度から平成２９年度までの３年間の医療

費を使って算定するところですが、平成２７年度から平成２８年度の医療費について、

Ｃ型肝炎の関係で、薬剤が急激に下がったということで、推計上、良くないのではない

かということで、国が平成２４年度から平成２６年度までを使っても良いという考えを

示されたもので、県では平成２４年度から平成２６年度までの３年間の医療費を使って

見込みをされたというところであり、来年度はどのようになるかはまだわからないです

が、今回は、平成２４年度から平成２６年度までの３年間の医療費を使ったというとこ

ろです。 

 

Ｑ：市の方では来年度の予算を編成されているが、県から１月末に確定計数を出されたと

きに、市は確定計数に基づいて予算を差し替えられるのか。仮係数の予算編成をして補

正予算で対応されるのか。基金条例の内容を変更される予定はあるか。そのあたりはど

うか。 

Ａ：当初予算の現行税率で予算編成を行っております。年明けに予算の修正の期間があり

ますので、それまでの間、審議いただいた内容を踏まえて、市として税率を示す必要が

あるかと思います。確定計数で予算を差し替えるのはタイミングとして難しいと思って

おります。仮係数で予算を編成することになるかと思います。基金条例につきましては、

国民健康保険条例に準備積立金という項目がありまして、今回、修正するところは特に

なかったことから、改正等は考えていません。 
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Ｑ：仮算定で予算要求するのか。 

Ａ：仮算定では要求はしていないです。仮算定よりも前に、予算の提出締切がきましたの

で、現行税率で予算要求をしています。本算定については難しいところで、納付金につ

いては来年の９月などに補正対応になると思います。 

 

Ｑ：資料２の１頁で、被保険者総数が２５，３６３人から２４，４６２人ということで、

減少している要因はどのように考えているか。 

Ａ：平成２８年１０月に被用者保険の適用拡大があり、それまでも減少傾向にありました

が、５０１人以上の事業所で月に８８，０００円以上の収入で１年以上雇用されている

方、学生は除く方については、被用者保険を適用することになるということで、国民健

康保険から被用者保険に移られたということで減少しております。この傾向は草津市の

みならず全国的な傾向です。 

 

Ｑ：滋賀県の人口は減少傾向ということだが、草津市の人口は増加しているのか。  

Ａ：微増しています。 

 

Ｑ：保険料率の見直しの基礎となる数値は医療費全体か、または納付金か。 

Ａ：医療費は県全体で支え合う仕組みですので、納付金をベースになってくるのかと思い

ます。２頁の税率の推移を見ていただいてわかりますように、平成２６年度の時点で医

療分の所得割が６．８％などで、平成２７年度に税率の改正をしたところであり、実際

に示されました標準保険料率は間違った数値ではないと思います。今後、納付金をベー

スに県から示された必要額をどのように確保していくかということになると思いますの

で、それについて、どのように税率を置いていくのかということになると思います。そ

れについては基金を活用しながらと考えています。 

 

Ｑ：向こう３年の見込みを立てながら対応することになると思うが、県から納付金の見込

みは教えてもらえるのか。 

Ａ：向こう３年となりますと、教えてもらえないと考えております。確定も分からない中

で見通しは立たないと思います。草津市の財政収支をどのように見ていくかが難しいと

ころだと思います。 

 

Ｑ：資料２の３頁の国の留意事項の通知について、平成３０年度に限ってのことか。 

Ａ：国保制度改革がありますので、平成３０年度を見据えて示されたものと認識していま

す。 
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Ｑ：草津市の基金については、制度改革までに使い切ろうという話があったので、この通

知を見ると、基金のあり方はますます重要になってくるということで理解すればよいの

か。 

Ａ：国保制度改革までに基金を使い切るという方針でしたが、平成３０年度以降、どのよ

うな考え方が国から示されるかわからない部分がありました。今後、現状の基金の状況

を踏まえて、基金のあり方を考えていかなければならないと思います。ただ、規模別と

いうのがどの程度かの具体的な基準は示されておりませんので、保険者毎に判断してい

くのかなと思います。 

 

Ｑ：資料２の４頁について、国保制度改革に伴う課題の③は、基金の活用そのものではな

いか。その点はいかがか。 

Ａ：国の方からもこういったことが示されていますので、市としても、制度改革がスムー

ズに移行する必要があり、被保険者の負担軽減を図る必要があるということで明記させ

ていただいたところです。国の方でもソフトランディングということで、追加公費１，

７００億円が投入されて、各都道府県で移行準備を進めてられているところですけれど、

国の財源を使いながら、基金を使いながらということかと考えているところです。 

 

Ｑ：納付金の精算がないとのことだが、医療費が変動すると標準保険料率も変わることに

なるのか。 

Ａ：変わると思います。医療費が大きくなれば変わると思います。 

 

 

３．草津市国民健康保険保健事業推進計画（案）（特定健康診査等実施計画第３期、データ

ヘルス計画第２期）について 

 

○計画策定の背景と目的 

 「特定健診等実施計画」と「データヘルス計画」を一体的に策定するとともに、保

健事業の全体の方針と方向性を定めて、国保被保険者の健康管理や疾病予防、個々の

生活習慣病に合わせた保健事業を実施し、健康寿命の延伸と医療費適正化を目指しま

す。 

 

○計画期間 

 平成３０年度から平成３５年度。 
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○本市の保健事業 

 特定健診等実施計画およびデータヘルス計画に基づいて、５つの取組を計画に位置

付けて、取り組んでいます。 

１）糖尿病の予防啓発 

２）特定健診の推進 

３）特定保健指導の推進 

４）ＨｂＡ１ｃ保健指導判定値の人への早期対応 

５）医療機関未受診者への受診勧奨 

 

○医療費等のデータ分析の結果 

・４０歳代から生活習慣病の医療費が増加している。 

 ・１人当たり医療費が高く、入院・外来・調剤の医療費が増加していること。 

 ・「慢性腎不全（人工透析あり）」、「糖尿病」の医療費が増加し、重症化が進んでいる

こと。 

・主要な死亡原因は、「がん」であること。 

 

○特定健診等のデータ分析の結果 

・生活習慣病（メタボリックシンドローム）該当者の割合は、男女ともに高い状況で

あること。 

・非肥満高血糖者の割合が高い状況であること。 

・男女ともに、「ＨｂＡ１ｃ」「中性脂肪」の割合が高い状況であること。 

・地域により生活習慣病の状況に違いがあり、地域の特性を踏まえた対策が必要であ

ること。 

・野菜摂取量が少なく、脂質エネルギー量が多い状況であること。 

・運動習慣のある人の割合が低く、健康づくりが必要であること。 

 

○保健事業の全体の方針と方向性 

 ５つの方針と８つの方向性を定めています。 

・「健康づくり」の方針で「国保制度および保健事業の周知啓発」の方向性 

・「生活習慣病予防」の方針で①「特定健診受診率の向上」、②「特定保健指導実施率の

向上」、③「がん検診受診率の向上」、④「生活習慣病の発症予防」の方向性 

・「重症化予防」の方針で「生活習慣病の重症化予防」の方向性 

・「医療費適正化」の方針で「適正な治療と服薬の推進」の方向性 

・「地域の健幸」の方針で「地域の特性に応じた健康づくり」の方向性 
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○保健事業の目標・指標 

 ５つの方針と８つの方向性に対応する目標を定めています。 

 ・特定健診受診率と特定保健指導実施率は６０％。 

 ・がん検診受診率は、５０％。 

 

 

質疑等 

Ｑ：生活習慣病予防の方針のところの特定保健指導実施率の向上の方向性のところで、県

内の各施設で特定保健指導を行う取り組みで、草津市民の皆さんが草津市以外のところ

で滋賀県内であれば、そこで指導してもらえるということか。 

Ａ：特定健診は、県内のどちらの病院でもできる状態ですので、特定保健指導も結果が出

てきた段階で先生なり保健師さんに指導を受けていただきたいということでありまして、

県内のどちらの病院で受けていただいても指導を受けていただきたいと考えていること

と、市内の施設でイベント等をした際に、特定保健指導の案内をさせていただきたいと

考えております。 

 

Ｑ：計画案の６６頁で、特定健診の問診票では、運動習慣の割合が高いデータがあるが、

このあたりの仕掛けは何か、参考までに教えていただければ。 

Ａ：これは平成２７年度のデータにはなりますが、従来から健康推進員から運動を推進し

ていただいたり、各地域の中でウォーキングを勧めていただいたりがあるかと思います。

今年度から、階段を昇っていただくような仕掛けということで、ＪＲ南草津駅の階段に

デザインを描いていくということも進めています。３月末には、それも出来上がる予定

をしていますし、草津川もウォーキングコースとして整備をしていただいていますし、

ノルディクウォークも積極的に進めていただいていると、今後、これらが伸びていって

ほしいと願いを込めて取り組みを行っています。それと、紹介がありましたとおり、ビ

ワテクアプリで、ウォーキングでポイントがたまるという仕掛けも来年の１月から初め

てさせていただく予定をしています。去年から健幸ポイントということで進めさせてい

ただいているものをアプリの中でできる仕組みづくりをさせていただいているものです。 

 

Ｑ：特定保健指導でＩＣＴを活用したものとはどういうことを考えているのか。後発医薬

品についても普及啓発を行うということでどういうことを考えているのか。 

Ａ：ＩＣＴということですが、ビワテクアプリで毎日歩いていただく、それがカウントさ

れてというような、県内合同で開発しておりまして、特定保健指導に来られた方にご案

内して、今後できることであれば今は歩数しか入れることができないですが、将来的に

血圧や体重の入力などができるようにしていただければと考えています。 

 ジェネリック医薬品については、年に２回差額通知をさせていただいて、使用量の推
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移などを見させていただいておりますが、草津市では県内でも切替率があまり高くない

ということで、そのあり方について、回数を増やすかは分かりませんが、国保連合会の

方で様式がありますが、はがきの形式で送るか封書で送らせてもらうか、どのようにし

たら見てもらえるかなどの検討を行いたいと考えています。 

 

Ｑ：その後の経過というか、差額通知を行った後はどうしているのか。 

Ａ：フォローまではできておりません。重複頻回と合わせまして、県全体として共同事業

の中でやっていこうと考えております。 

 


